
 

 

2021 年 1 月 26 日 

各  位 

会 社 名 株式会社 テノックス 

代 表 者 名 代表取締役社長  佐藤 雅之 

（ コ ー ド 番 号 1 9 0 5  Ｊ Ａ Ｓ Ｄ Ａ Ｑ ）

問 合 せ 先 取締役管理本部長 坂口 卓也  

（ 電 話 0 3 - 3 4 5 5 - 7 7 5 8 ）

 

 

日本コンクリート工業株式会社との業務および資本提携に関するお知らせ 

 

 

 当社と日本コンクリート工業株式会社（以下「日本コンクリート工業」といいます。）は、本日開催の取

締役会決議に基づき、ESG 経営および基礎工事分野での協力強化を進めていくために、両社の長期的な提携

関係の構築・推進を目指すべく、業務および資本提携契約（以下「本提携」といいます。）を締結いたしま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本提携の理由 

当社の置かれている建設業界は、我が国の人口減少に伴う建設市場規模の縮小への対応に加え、新型コ

ロナウイルス感染症拡大により加速する時代の変化への適応も求められる状況にあります。 

このような市場環境の変化の中、当社と日本コンクリート工業は我が国における持続可能性のある社

会への貢献を目的として両社が協力して ESG（環境、社会、ガバナンス）の観点から社会への貢献の在

り方を協議し、課題を整理・合意の上、長期的に連帯してその課題に取り組み、双方の企業価値向上を図

ります。また、両社が事業展開する基礎工事業での協力関係を強化し、株式を相互に保有することにより、

両社の長期的な提携関係の構築・推進を目指すものであります。 

  

 ２．本提携の内容 

(1) 業務提携の内容 

    当社および日本コンクリート工業は、以下の業務について具体的な検討と協議を行い速やかに実行し

てまいります。 

   ・脱炭素および産業廃棄物を活用した循環経済への参画 

 （コンクリートスラッジを利用した CO2リサイクリングと副生成物の完全利活用への取り組み強化等） 

・環境への取り組みを通して業種を超えた新たなステークホルダーの創出 

・双方のグループ経営の効率化と高度化に資する事業会社の相互活用 

・基礎工事業での連携 

 

 



 

 

(2) 資本提携の内容 

当社は株式会社東京証券取引所の市場内立会外取引（ToSTNeT-1）により日本コンクリート工業の

株式 301,800 株（発行済株式の 0.52％）を引受けるものとします。また、日本コンクリート工業は

株式会社東京証券取引所の市場内立会外取引（ToSTNeT-1）により当社の株式 110,000 株（発行済株

式の 1.42％）を取得するものとします。 

 

３．本提携の相手先の概要 

① 名 称 日本コンクリート工業株式会社 

② 本 社 所 在 地 東京都港区芝浦四丁目 6番 14 号  

③ 代 表 者 役 職 氏 名 代表取締役会長兼社長 網谷 勝彦 

④ 事 業 内 容 ポール、パイル及び土木製品等の製造・販売及びこれに伴う原材料

の調達並びにこれらに付帯する製品の輸送、工事請負の事業 

⑤ 資 本 金 51 億 1,158 万円 

⑥ 設 立 年 月 日 1948 年 8 月 5 日 

⑦ 大株主および持株比率 

（2020 年９月 30 日現在） 

1. 日本製鉄株式会社 12.24％

2. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6.80％

3. みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 太平洋セメ

ント口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行 

6.41％

4. 日コン取引先持株会 4.92％

5. 日本電設工業株式会社 3.54％

6. 太平洋セメント株式会社 2.64％

7. 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2.38％

8. 株式会社みずほ銀行（常任代理人 株式会社日本カ

ストディ銀行） 

1.76％

9. 株式会社三菱 UFJ 銀行 1.64％

10. 株式会社日本カストディ銀行（信託口 5） 1.55％

⑧ 当社と当該会社との関係 資 本 関 係 当社の関係者および関係会社と日本コンク

リート工業の関係者との間には、特筆すべき

資本関係はありません。 

人 的 関 係 当社の関係者および関係会社と日本コンク

リート工業の関係者との間には、特筆すべき

人的関係はありません。 

取 引 関 係 当社の関係者および関係会社と日本コンク

リート工業の関係者との間には、特筆すべき

取引関係はありません。 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

日本コンクリート工業は、当社の関連当事者

に該当しません。また、日本コンクリート工

業の関係者は、当社の関連当事者に該当しま

せん。 



 

 

⑨ 当該会社の最近３年間の連結経営成績および財政状態 

決 算 期 2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 

純 資 産 36,353 百万円 38,840 百万円 37,279 百万円

総 資 産 72,249 百万円 75,940 百万円 70,214 百万円

１ 株 当 た り 

純 資 産 
626.20 円 654.72 円 632.93 円

売 上 高 42,450 百万円 49,975 百万円 45,824 百万円

営 業 利 益 2,031 百万円 2,137 百万円 △86 百万円

経 常 利 益 2,200 百万円 2,400 百万円 282 百万円

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
1,383 百万円 1,449 百万円 △35 百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 24.17 円 25.35 円 △0.62 円

１ 株 当 た り 

配 当 金 
7.00 円 7.00 円 2.00 円

  

４．日程 

① 取 締 役 会 決 議 日 2021 年 1 月 26 日 

② 本 提 携 の 契 約 締 結 日 2021 年 1 月 26 日 

③ 日 本 コ ン ク リ ー ト 工 業 に よ る

当 社 株 式 取 得 日  

2021 年 1 月 26 日（予定） 

④ 当 社 に よ る 日 本 コ ン ク リ ー ト

工 業 株 式 取 得 日

2021 年 1 月 26 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

  本提携による当社の連結業績に与える影響は現時点では未定であります。 

  今後、業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以上 


